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　我が国は、エネルギー源の中心となっている化石
燃料に乏しく、その大宗を海外からの輸入に頼って
いるという根本的な脆弱性を抱えており、エネル
ギーを巡る国内外の状況の変化に大きな影響を受け
やすい構造を有しています。国民生活と産業活動の
血脈であるエネルギーの安定的な確保は、国の安全
保障にとって不可欠なものであり、我が国にとって
常に大きな課題であり続けています。さらに、国際
的な地政学的構造の大きな変化に直面する中で、我
が国のエネルギー安全保障を巡る環境は、厳しさを
増してきています。
　このような我が国の状況に対応するためには、長
期的、総合的かつ計画的な視点に立って、エネルギー
政策を遂行していくことが必要です。こうしたエネ
ルギー政策の着実な遂行を確保することを目的とし
て、2002年6月に「エネルギー政策基本法」（以下「基
本法」という。） が制定されました。
　基本法は、政府が経済産業省総合資源エネルギー
調査会（以下「総合エネ調」という。）の意見を聴いて、
エネルギーの需給に関する施策の長期的、総合的か
つ計画的な推進を図るために「エネルギー基本計画」
(以下「計画」という。) を策定することを定め、少な
くとも3年に1度の頻度で内容について検討を行い、
必要に応じて変更を行うことを求めています。
　こうした基本法に基づき、2003年10月に最初の
計画が策定され、その後、2007年3月に第2次計画、
2010年6月に第3次計画が策定されました。
　第3次計画では、2030年に向けた目標として、エ
ネルギー自給率と化石燃料の自主開発比率を倍増し
て自主エネルギー比率を約70％とすること、電源
構成に占めるゼロ・エミッション電源（原子力及び
再生可能エネルギー由来）の比率を約70％とするこ
となどを記載していました。
　しかし、第3次計画の策定後、エネルギーを巡る
環境は、東日本大震災及び東京電力福島第一原子力
発電所事故を始めとして、国内外で大きく変化し、
我が国のエネルギー政策は、大規模な調整を求めら
れる事態に直面することとなりました。
　第4次計画は、こうした大きな環境の変化に対応
すべく、新たなエネルギー政策の方向性を示すもの

として、2014年4月に閣議決定されました。

　第4次計画は、東日本大震災の発生及び東京電力
福島第一原子力発電所の事故後、我が国の全ての原
子力発電所が停止し、化石燃料への海外依存度の増
加、エネルギーコストの上昇、二酸化炭素排出量の
増大等、我が国のエネルギーを取り巻く環境が厳し
い中で、こうした問題に適切に対応しつつ、中長期
的に我が国の需給構造に関する脆弱性の解決を図っ
ていくための、エネルギー政策の方向性を示したも
のです。
　この第4次計画では、我が国が抱える構造的課題
と東京電力福島第一原子力発電所事故及びその前後
から顕在化してきた課題を抽出した上で、エネル
ギー政策の基本方針として、これまでの「3E（Energy 
Security、 Economic Efficiency、 Environment）」 と 
いう基本的視点に、安全性の確保「S（Safety）」の重要 
性、国際的な視点の重要性、経済成長の視点の重要
性について加味しています。
　また、各エネルギー源の強みが活き、弱みが補完
される、現実的かつ多層的な供給構造の実現が必要
であり、制度改革を通じ、多様な主体が参加し､ 多
様な選択肢が用意される、より柔軟かつ効率的なエ
ネルギー需給構造を創出することをうたっています。
　第4次計画第3章では、安定的な資源の確保、省
エネルギー社会の推進、再生可能エネルギーの導入
加速、原子力政策の再構築、二次エネルギー構造へ
の変革等エネルギーの需給に関して、長期的、総合
的及び計画的に講ずべき施策について、また、同計
画第4章及び第5章では、戦略的な技術開発の推進
やエネルギー広報等の在り方についてまとめていま
す。こうした計画を基に、個別分野の政策を検討、
取組を進めています。
　2014年12月には、総合エネ調基本政策分科会の
下に長期エネルギー需給見通し小委員会を設置し、
2015年1月から第4次計画に記載された方針に基づ
き、現実的かつバランスの取れたエネルギー需給構
造の将来像について検討を開始しました。また、こ
の検討の参考となる、各電源の発電コストなどにつ
いて試算を実施するため、同小委員会の下に、発電
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コスト検証ワーキンググループを設置しました。
　エネルギー政策の基本は、いわゆる「3E+S」を実
現していくことです。これを基本に、各エネルギー
源の特性や各エネルギー源のバランスを十分に考慮
しつつ、専門家、事業者、消費者代表等様々な分野
から構成される委員による検討も経て、現実的かつ
バランスのとれた長期エネルギー需給見通し（エネ
ルギーミックス）を取りまとめることが重要となり
ます。

※ 開催日は全て2015年。

【第300-1-1】長期エネルギー需給見通し小委員会
各開催回の議題

開催回 開催日（※） 議　題
第1回 1月30日 長期エネルギー需給の見通しについて

第2回 2月13日 エネルギー需要と省エネルギーについて

第3回 2月27日 省エネルギー対策について

第4回 3月10日 再生可能エネルギーについて

第5回 3月30日 電源構成の在り方について

第6回 4月10日 エネルギーの効率的な利用等について

第7回 4月22日 これまでの議論における論点

第8回 4月28日 エネルギーミックスについて

第9回 5月26日 長期エネルギー需給見通しについて

第10回 6月1日 長期エネルギー需給見通しについて

【第300-1-2】長期エネルギー需給見通し小委員会
委員一覧
委員長 坂根　正弘 ㈱小松製作所相談役

委員 伊藤　麻美 日本電鍍工業㈱ 代表取締役

委員 柏木　孝夫 東京工業大学特命教授

委員 橘川　武郎 東京理科大学イノベーション研究科
教授

委員 河野　康子（一社）全国消費者団体連絡会
事務局長

委員 小山　　堅 （一財）日本エネルギー経済研究所
常務理事

委員 高橋　恭平 昭和電工㈱ 代表取締役会長

委員 高村ゆかり 名古屋大学大学院環境学研究科教授

委員 中上　英俊 ㈱住環境計画研究所代表取締役会長

委員 野村　浩二 慶應義塾大学産業研究所准教授

委員 増田　寛也 野村総合研究所顧問、
東京大学公共政策大学院客員教授

委員 安井　　至（独）製品評価技術基盤機構名誉顧問

委員 山地　憲治（公財）地球環境産業技術研究機構
理事・研究所長

委員 山名　　元 原子力損害賠償・廃炉等支援機構
副理事長 京都大学名誉教授

※ 開催日は全て2015年。

【第300-1-3】発電コスト検証ワーキンググループ
各開催回の議題

開催回 開催日（※） 議　題
第1回 2月18日 2011年コスト等検証委員会の検討結

果を踏まえた発電コストに関する議論
について

第2回 3月3日 再生可能エネルギー及び火力発電等に関
する論点について

第3回 3月26日 原子力発電に関する論点について

第4回 4月6日 系統安定化費用及び政策経費等に関
する論点

第5回 4月16日 これまでの議論における論点等

第6回 4月27日 これまでの議論を踏まえた整理

第7回 5月11日 発電コストなどの検証に関する報告
(案)について

【第300-1-4】発電コスト検証ワーキンググループ
委員一覧
委員長 山地　憲治（公財）地球環境産業技術研究機構理事・

研究所長

委員 秋池　玲子 ボストンコンサルティンググループ 
パートナー＆マネージング・ディレクター

委員 秋元　圭吾（公財）地球環境産業技術研究機構
システム 研究グループリーダー

委員 植田　和弘 京都大学大学院経済学研究科教授

委員 荻本　和彦 東京大学生産技術研究所特任教授

委員 増井　利彦 （独）国立環境研究所社会環境システム
研究センター室長

委員 松尾　雄司（一財）日本エネルギー経済研究所
主幹、OECDコスト試算専門家会合
副議長

委員 松村　敏弘 東京大学社会科学研究所教授

委員 山名　　元 原子力損害賠償・廃炉等支援機構
副理事長 京都大学名誉教授
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　第3部では、2014(平成26)年度においてエネルギー
の需給に関して講じた施策の概況について、「エネ
ルギー基本計画」の章立てに沿ってまとめることに
します。

【第300-1-5】我が国のエネルギー政策の変遷


